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民間資金等活用事業推進委員会第２回総合部会議事次第 
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       ・東京都 

        （説明者）財務局経理部            太田副参事 

             病院経営本部経営企画部       小室副参事 

       ・市川市 

        （説明者）企画部企画政策課ＰＦＩ推進担当室  浮ケ谷室長 

             教育委員会教育総務部教育施設課   板橋課長 

       ・高知県・高知市病院組合 

        （説明者）事務局               吉岡次長 

       （２）その他 

 

出席者 

 

     【委員・専門委員】 

山内部会長、前田部会長代理、碓井委員、 

卯辰専門委員、小幡専門委員、川村専門委員、中村専門委員、日高専門委員、 

三井専門委員、宮本専門委員、美原専門委員、山下専門委員、山代専門委員 

 

     【委員・専門委員】 

     浅野間民間資金等活用事業推進室長、松田参事官、大塚参事官補佐、富井参事官

補佐、丹野参事官補佐 
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○山内部会長 ただいまから民間資金等活用事業推進委員会第２回総合部会を開催させて

いただきます。 

 本日は、第１回目のヒアリングでございまして、実際にＰＦＩ事業に取り組まれている

東京都、市川市、それから高知県・高知市病院組合のご担当者にお越しいただいておりま

す。それぞれ関わっておられますＰＦＩ事業に関する課題、問題点等につきまして、ご意

見を賜りたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 効率的にお話を進めるために、説明につきましては、東京都、市川市、高知県・高知市

病院組合の順にそれぞれ２０分程度ということで行っていただき、その後一括して議論を

するということにさせていただきます。 

 さて、早速でございますけれども、最初に東京都財務局経理部の太田副参事、病院経営

本部経営企画部の小室副参事よりご説明をお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○東京都 東京都でございます。本日はお招きいただきましてありがとうございます。 

 日本のＰＦＩがこれから拡大していくためには、運営主体のＰＦＩが増えていくことが

必要だと考えており、東京都においては、先行事例として区部ユースプラザ、多摩地域ユ

ースプラザの２つを一般会計で手がけておりますが、これがまさに運営中心のＰＦＩであ

ります。 

 そして、同席しております小室副参事が担当しておりますのが、２つの病院のＰＦＩで、

これも運営が中心のＰＦＩでございまして、これら４つのＰＦＩの経験を踏まえて、今の

ＰＦＩ法の問題等を時間の許す限り、ピンポイント的に指摘させていただきたいと思いま

す。 

 まず１点目が、これは日本経団連の第３次提言と重複しますけれども、ＰＦＩの事業期

間を通じた占用許可を取得できるようにしていただきたいということでございます。区部

ユースプラザが、都立夢の島公園という公園内にございまして、公園の占用許可期間は都

市公園法によって10年と定められておりますが、ユースプラザの事業期間が20年ですので、

20年の事業期間の間に１回更新をしなければいけない。もう少し詳細に言いますと２回に

なります。建設期間中を含めて21年半ぐらいの契約期間でございますので、２回更新があ

る。 

 基本的には都立公園に建設するので、更新されないリスクというのはまず考えられない

わけではございますが、これがＳＰＣに融資をする金融機関にスプレッド、基準金利にス
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プレッドをのせる口実を与えてしまう。つまり銀行に逆にもうけの口実を与えてしまうこ

とになっておりまして、税金を大切に使うためにも、ＰＦＩの事業期間をもって、占用許

可期間としていただきたい。それが１点目でございます。 

 ２点目は、現に国分寺市のＰＦＩ案件で、市議会でもめて、仮契約が正式契約にならな

いという案件がございます。その理由はＳＰＣの出資企業の１社が指名停止を受けたので

すが、その指名停止の影響をＳＰＣに及ぼすか及ぼさないかで議会がもめているという状

況になっております。 

 これについては公正取引委員会の見解では、ここに書いておりますように、「50％以上

出資した関連子会社であっても、親会社の指名停止は適用されない」という見解になって

おりますが、これはあくまで見解でございますので、はっきりと法律あるいはガイドライ

ンの中で文章化していただきませんと、今後国分寺市のような案件が繰り返される可能性

がございます。 

 通常の建設工事はＪＶという建設企業共同体を使って行いますが、都議会でもＪＶの構

成企業の中で１社が指名停止等の処分を受けた場合には、入札全部やり直しということに

なっております。 

 ＪＶとＳＰＣは法的な性格が全く違うにも関わらず、ＪＶと同じように、指名停止の影

響でＳＰＣと契約ができなくなってしまいますと、通常の建設の案件であれば単に入札を

やり直せばいいわけですが、ＰＦＩ事業となりますと、民間事業者にとっても多大な時間

とお金がもう１回かかり、官側も２度手間になるということで、これはぜひとも避けなけ

ればいけない事態だと思います。 

 ３点目は、後ほど若干触れさせていただきますが、事業者選定方式には加算方式と除算

方式というのがございます。これからより運営を重視するＰＦＩを拡大していこうという

ご意向があるとすれば、ぜひ加算方式を標準化していただきたい。除算方式の問題点とい

うのが、一般に言われておりますように「安かろう悪かろう」が高性能で高価格の企業と

同じように点数がつきまして、１位になってしまうことがございます。 

 今後、運営主体のＰＦＩを拡大していくためには、性能を重視した評価をしていかない

と、事業者がついてこない。性能面を高く評価するためには、やはり加算方式で価格点と

性能点の比率を、例えば１対２とか、１対３とか、性能点をより高く評価する手法を一般

的にとっていただかないとまずいのではないか。除算方式においても、性能点の中で、性

能点は基礎点項目と加点項目に分けられまして、基礎点と加点で100点満点ですから、加点
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の比率を60点、70点、80点と上げていけば、より性能を重視したことにはなりますが、そ

れでもやはり除算方式の場合には、「安かろう悪かろう」が１位になる可能性が残ります

ので、加算方式を標準化すべきであるということでございます。 

 ４点目については、後ほど、病院経営本部の小室副参事の方から実務に即して、具体的

に申し上げますが、簡単に申し上げますと、昨年の３月20日付でＰＦＩ関係省庁連絡会議

幹事会の申合せとして出されました文書の中に、多段階選抜、そして入札前の協議、落札

後の協議について、一定のことが許されることが明らかになったのですが、多段階選抜に

つきましては、資格審査の際の絞り込みであって、提案審査ではないと理解せざるを得な

いこと、また落札後の協議については、表現が「協定締結時に変更が一切許容されないも

のではない」という二重否定の書きぶりになっておりまして、意味が非常に理解しづらい。 

 また、「他の競争参加者が当該落札者よりも、より有利な条件や価格を提示することが、

明らかに可能となる条件変更」という文章がございますが、これは具体的にどのようなも

のなのか不明であることなど、実務的にどこまで踏み込んでいいのか、判然としておりま

せん。従いまして、民間事業者の選定及び協定締結手続きに関して、契約当事者間の自由

度を増す方向で、この申合せの具体化を図り、柔軟な対応が可能となるように配慮してい

ただきたいと思います。 

紙にまとめましたのは、この４点ですが、あと１点、ＰＦＩ法上、施設の建設を伴わな

い、運営だけの事業もＰＦＩであるということを明記していただきたいとお願いしたいと

思います。と申しますのは、多摩地域ユースプラザというＰＦＩ事業は、事業期間10年で

ございまして、事業期間終了時には施設はまだ傷んでないでしょうし、さらにその後、都

とＰＦＩ事業者が合意した場合には、契約を更新して、さらに10年事業をやってもらいた

いと考えておりますが、その更新後の10年も、やはりＰＦＩ事業であるということを明確

にしていただきませんと、いろいろと契約の法的性格等でもめる原因にもなりますので、

ぜひその点もお願いしたいと思います。 

 あと、東京都が実際、昨年多摩地域ユースプラザという事業を導入したわけですが、そ

の際、工夫した点について３点、申し上げたいと思います。 

 まず、１点目は性能面を重視した総合評価方式を採用したこと。これは先ほどの加算方

式の話にもつながるのですが、多摩地域ユースプラザの場合には除算方式を採用した理由

といたしましては、ガイドラインにもＰＦＩ法にも加算方式と除算方式、どちらをとった

方がいいのかということは明確に書いてなかったということもあり、また、加算方式の場
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合には、価格点と性能点を１対２にしたらいいか、１対３にしたらいいかというのが明確

にならないことから、東京都が勝手に性能面を２倍に見るか、３倍に見るか、なかなか決

めかねまして、除算方式でやったわけです。しかし、除算方式の中でも、性能点の中の基

礎点と加点の比率を、通常、多摩ユースプラザ以前の案件では、基礎点が70点とか80点と

か、非常に基礎点を多く見て、加点項目を20点、30点と非常に低くする案件が大半でした

が、多摩地域ユースプラザの場合には、加点部分を60点にして、基礎点を40点と、加点部

分を多めにいたしまして、性能を高く評価して事業者を選びやすくしたという工夫をいた

しました。 

 ２つ目の工夫は、入札予定価格をできるだけ高く設定して、事業者が参加しやすいよう

にしたこと。具体的には、それまでの案件ではＰＦＩ－ＬＣＣの金額を入札予定価格とし

た案件がかなりあったのですが、多摩地域ユースプラザの場合には、ＰＳＣを予定価格に

して入札価格の上限額を上げたことによって、事業者にとって参加しやすくした。その理

由としては、バリュー・フォー・マネーを稼ぐには、やはりより多くの入札参加者を得て、

競争原理を働かせることが一番であろうと考えたからです。 

 そして３点目が、三方一両得と東京都では言っておりますが、ＰＦＩ事業者であるＳＰ

Ｃ、東京都、そしてＳＰＣに融資する金融機関、この３者がそれぞれ得をする三方一両得

の事業スキームを構築して、選定事業者、ＳＰＣの経営の安定性、採算性に配慮したとい

うことでございます。 

 具体的にはここに参考資料としておつけした「ＰＦＩ Ｑ＆Ａ 評価基準編」の中に書

いてあるのですが、ＰＦＩの導入を判断する場合には、とにかく民間事業者の安定性、採

算性にも配慮しなければいけません。特に、長期にわたって運営を民間にゆだねるわけで

ございますから、やはり経営がしっかりしていないことにはだめだということで、その意

味でＰＦＩ－ＬＣＣを積み上げる際に、特にＤＳＣＲとか、Ｅ-ＩＲＲとか、経営の安定性

を見る指標を用いて、ＰＦＩ－ＬＣＣを積み上げることで、経営の安定性に配慮いたしま

した。 

 この３つの工夫をして、多摩地域ユースプラザの入札を行ったわけですが、結果として、

その前年の区部ユースプラザは１社しか参加者ありませんでしたが、５社の参加を得るこ

とができまして、当初見込んだ以上のバリュー・フォー・マネーも得ることができ、この

３つの工夫は成功裏に終わったのかなと考えております。 

 では、次に小室さんの方から。 
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○東京都 東京都の病院経営本部で都立病院におけるＰＦＩ事業を担当しております小室

と申します。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料に即しまして、実際の事業に際しての問題点、課題について、今、考えて

いることをご説明いたします。 

 都立病院としてのＰＦＩ事業は２つございます。１つは多摩広域基幹病院と小児総合医

療センターの整備です。これは、老朽化の進む現行の府中病院を建てかえて行う多摩広域

基幹病院と、現在３つある小児病院を移転統合してつくる小児総合医療センターとをでき

るだけ近接地に整備して、お互いの連携協力を図り、相互があたかも１つの病院としてう

まく動き、そして総合力を発揮していこうというものです。 

 もう１つは現在文京区にございます駒込病院ですが、非常に老朽化が進んでおります。

ただ、建物の躯体等につきましては、まだ耐用年数等がございますので、内部を全面的に

改修して、しかもできるだけ業務の方に影響を出さない形で、全面改修をしていこうとい

う、２つの全く性質の違うものをＰＦＩで進めております。 

 病院ＰＦＩ事業のポイントですが、病院ＰＦＩでは、建設面よりもその後の運営、病院

をいかに運営していくかということが非常に重要かと思われます。しかも、病院運営に当

たりましては、医療を提供する官側、あるいは直営部門の医師ドクターの方と、ＳＰＣの

方に提供していただきます医療関連業務、これが車の両輪のようにうまくパートナーシッ

プを持って進めていかないと病院というものはうまくいかない。 

 従いまして、どうパートナーシップを組んでいくＳＰＣを選定していくかというのが非

常に重要になるかと思います。そのためには、我々がどういう病院にしようかということ

を、まず十分に理解していただくということが重要だと思います。その上で、その理解の

もとに応募していただいた中から、一番質のいい事業者を選んでいくというのがポイント

かと思います。 

 また、病院事業となりますと、先行事例からもわかるとおり、委託範囲が非常に広いと

いうことがございまして、実際に落札というんですか、事業予定者が決まった後でも、さ

まざまな契約内容等についての調整が出てくるかと思います。そういったさまざまな調整

を行っていくという点が特徴ではないかと思っております。 

 それで、我々がＰＦＩ事業ということで進めている案件は、まだ実施方針の公表等、具

体的な作業に至る前の内部的な検討を、アドバイザー等を入れて行っている状況なのです

が、ちょっと問題になっている点がお手元の資料の３番になっております。 
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 東京都におきましては、ＰＦＩ案件でも、ＷＴＯの政府調達協定に係るものについては、

総合評価一般競争入札という形で事業者選定を行うことになっておりますが、この入札方

式については、以下に掲げているように、２点の問題があるのではないかと考えておりま

す。 

一つは、あくまでも入札ですので、その公募前の段階で入札予定者の方々との意見交換

というのですか、コミュニケーションをとるということが、入札という制度のもとでは、

なかなか工夫しにくいと考えている点があります。 

 また、落札後の契約内容の調整については、その価格固定の範囲内でしかできない。こ

の辺については、公募型プロポーザル方式をとっている方が、いろいろな意味で、柔軟性

が出るのではないかと考えております。そういう意味では、病院事業のように運営面を重

視する事業においては、この選定方式は、なかなかハードルが高い、やや窮屈な面がある

のではと考えております。 

 それに関しまして改善要望ですが、まず１点といたしましては、ＷＴＯ案件でも、特に

病院事業などソフト面が重視される事業に係るＰＦＩ案件につきましては、公募型プロポ

ーザル方式も事業者選定の方法として認めていただけないか。 

 また、もし仮にそういったことがなかなか難しいということで、総合評価一般競争入札

を行わなくてはならないという場合においても、契約内容等の調整において柔軟に対応で

きるような配慮や、入札前の事業者との意見交換を何らかの形でうまくできないかとか、

そういった点について積極的にご指導いただければと思っております。 

 特に２番目につきましては、先ほど太田副参事の方からお話がありましたとおり、平成

15年３月20日に出ました申合せに関しまして、一定の評価をできる事項が出ていると感じ

ているのですが、まだ、表記等につきまして、理解等不十分なところがございまして、そ

の辺につきましては、今、申し上げた点を踏まえまして、積極的に解釈し、ガイドライン

などの形で内容を明確に示していただければありがたいなと考えております。 

 雑駁ですが以上です。 

○山内部会長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、市川市企画部企画政策課ＰＦＩ推進担当室の浮ヶ谷室長及び教育委員会教

育総務部教育施設課の板橋課長よりご説明をお願いします。どうぞよろしくお願いします。 

○市川市 市川市の浮ヶ谷です。お手元の資料をお開きいただきたいのですが、市川市の

場合は、行徳地区は人口密集地域の中にあって、まず中学校の建て替えが当初ございまし
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た。 

 平成６年の耐力度調査の結果、築後41年が経っていて老朽化が激しいということで、中

学校と給食室の建て替えが必要であると。それから後になって、少子高齢化の中にあって

も、行徳地区においては待機児童が多いことから、その解消。それと老人福祉計画の中に

おいてケアハウス。これらの施設が行徳地区に重点的に整備が求められており、１棟の複

合施設として整備していくに当たり、その基本コンセプトや、地域コミュニティの拠点づ

くりといったコンセプトの実現をＰＦＩ手法により民間事業者の創意工夫に求めたという

ところが事業の経緯と概要でございます。 

 「２ ＰＦＩ活用の目的」ですが、当初、中学校の建て替えだけだったのですけれども、

財政難がついて回りまして、中学校部分につきましては、基本計画までは一応できていた

のですが、実施計画の段階で一時中断していたところ、ＰＦＩという手法ができ、ＰＦＩ

も視野に入れて検討していくということになりました。ＰＦＩを導入することで、ライフ

サイクルコストの縮減、運営管理の質的な向上が図られるということから、ケアハウスの

方もＰＦＩを活用したというところでございます。 

 それで複合施設を２つのＰＦＩ事業に区分して行うことについて、資料の１ページ目の

下の方にアンダーラインを引いてありますけれども、新型ケアハウスの整備に関しまして

は、「ＰＦＩ導入マニュアル」が既に策定されておりましたので、それに準じたというこ

と。それと、補助金制度といった制約があったということもあります。このほか、事業の

特性に応じて、おのおののノウハウ・経験を有する民間事業者を活用した方がより効率的

で効果的な整備・運営ができるだろうと考えたということもあります。 

 次のページを開いていきたいのですが、選定方法は公募型プロポーザル方式をとりまし

た。これは２つの事業を一体として整備を行うことが念頭にありまして、それも含めて総

合評価をとるという案もあったのですが、精査している時間的ゆとりがなかった。と申し

ますのは、この中学校は平成16年の９月開校予定と当初から言明されておりましたところ、

学校に入学した生徒が３年間プレハブのまま卒業することはちょっと考えてほしいという

ＰＴＡなどからの意向もありましたので、事業期間が厳しくなったところで整理がつきに

くいところは、とりあえず飛ばしたというのが実情です。 

 事業方式につきましては、第七中学校ＰＦＩ事業はＢＴＯ方式のサービス購入型です。 

ケアハウスのＰＦＩ事業につきましては、ＢＴＯ方式の独立採算型をとっております。２

ページ目の契約形態の図ですが、一番右のコンソーシアムの代表企業につきましては、大
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成建設がとったわけです。ＰＦＩ法に基づく整備としましては、第七中学校ＰＦＩ事業の

点線の部分、それとケアハウスＰＦＩ事業の点線の部分という形で、２つのＰＦＩ事業を

同時に走らせるにあたって、市川市が条件としてつけたのは、ここでは大成建設、スター

ツ、上條建設、あと日本設計という形になっておりますが、建設会社と設計会社について

は、両方とも同じ構成にしてくださいということです。 

 結果としましては、社会福祉法人は、設計・建設請負契約では、大成建設、スターツ、

上條建設、日本設計の方に出していくという形態。それとＳＰＣである市川七中行徳ふれ

あい施設株式会社については、維持管理委託契約と設計建設請負契約を結んで、２本同時

に走らせているというのが特徴的ではないかと考えております。 

 それと施設の貸与形態ですが、ケアハウス・デイサービスセンターにつきましては、土

地の部分についてはＰＦＩ法に基づき、行政財産のまま無償貸与というのを想定しており

ます。施設については、普通財産にして有償貸与としております。要は施設整備費を15年

ないし20年をかけて回収していくという形をとっております。ですから、施設建設の整備

費については、20年たった段階で市の負担はないという形になっております。 

 保育所につきましては、土地については行政財産のまま、自治法上に則って無償貸与す

る。施設は普通財産にして無償貸与する。これは両方とも厚労省との関係がありますので、

施設とそれから土地の借用形態については、同じ方法をとっていこうというところが、苦

慮したところでもあります。 

 それと補助金の受給、これは学校部分については施設整備費のうち、補助対象事業費に

ついては施設譲渡年度に一括して支払う。その残りがプロジェクトファイナンスという形

で支払われるものです。保育所とケアハウス・デイサービスセンターについては、施設整

備費の全額を施設譲渡年度に一括して支払う。これが補助金受給の条件になっております

ので、こういう形態をとらざるを得ない。ですから、ケアハウス・デイサービスセンター

については、プロジェクトファイナンスは一切使っていないという形になります。 

 留意点に入りますけれども、２つのＰＦＩ事業を同時進行で整備等を行うために、市川

市独自の応募条件をつけたということです。これは先ほどお話ししましたとおり、共通の

建設企業等を構成員としなさいというところです。 

 ３ページ目の（２）にありますが、特定事業選定に際しましては、屋上緑化費用と既存

杭の引き抜きについては参考提示という形で提案させまして、本体事業の提案額から除い

てあります。その理由としては、屋上緑化の形態については、基本コンセプトである「ふ
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れあい・交流」を十分に生かしたものを期待したため価格帯にかなり幅が出てしまうとい

うこと。既存杭の引き抜きは、建て方によって、差が出る。であれば、除外して、もとの

ところで競ってもらおうというところがありました。 

 （３）ですけれども、２つの事業で行いましたので、学識者で構成する民間事業者選定

審査会では２つのＰＦＩ事業を別々に審査評価してもらいました。それで各々のＰＦＩ事

業の評価結果は、採点結果のみＰＦＩ事業ごとに市に報告をしていただきました。市はそ

の結果を合計しまして、コンソーシアム単位にまとめて除算方式であるコストパフォーマ

ンスに求めて最優先交渉権者を選定したという形にしております。 

 複合施設であるため、保育所、ケアハウス・デイサービスセンターの維持管理費につい

ては、応分の費用負担、１戸建てであれば、当然、光熱費等は低くなっていきますので、

そういうところは応分の負担というところを維持管理費の中でやっていくという形をとっ

ております。 

 それと特定事業契約第５条の中に、「ＳＰＣは建設期間中の所有権を原始的に所有す

る」と入れ、不動産取得税が課されないよう、工夫をしたというのが特徴としていえると

思います。これは地方税法上の解釈で、ＳＰＣは課されないという回答を県税事務所の方

からいただいております。また、建築確認等の申請に係る費用についても、無料とするこ

とで、庁内合意はとったところです。 

 それと（６）、本事業の基本コンセプトの実現に向けて、特定事業契約の中に「市川七

中行徳ふれあい施設連絡会議」への参加や補助を義務づけた規定を設けてあるということ

です。２つの事業は別々の事業契約になるのですが、お互いが協力しなさい。建設設計に

ついては、一緒に提出しなさいといった規定を設けてあるのが、先例に比べると特異な契

約形態条文になっている感じがします。 

 （７）ですが、所有権移転後、ＳＰＣに大規模修繕計画を毎年提出してもらう規定を設

けてあります。これは修繕費の積み立てをするのではなくて、指摘された修繕計画に基づ

いて、指摘された箇所を修繕しなかった場合は、当然そこの箇所についてもモニタリング

が入りますので、そのモニタリングリスクは市が負う。要は市の責任ですという形でリス

ク分担を明確にしたというところがあります。 

 （８）の施設整備費に関するファイナンスにかかる利息については、いろいろ意見が庁

内的にも出たのですが、事業契約の仮契約時点を基準日として利率を設定しております。 

 そういったところが２つのＰＦＩ事業を１つの事業として有機的に結びつけていくのに
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苦慮した、もしくは留意したところであります。 

 課題等ですけれども、学校単体ではＰＦＩの趣旨等が十分に生かされない。これは先ほ

どお話ししましたように、補助対象事業費が一括して支払われるため、財政の平準化には

ならないのではないかということ。 

 （２）で、この事業は極めて複合性が高い事業であるということ、それから２つのＰＦ

Ｉ事業とは別途、保育所運営事業者と使用貸借契約を締結して運営を委託する。あと複合

施設全体の管理はＳＰＣが統括しますが、市及び関係者で分担して各施設の運営等を行う

ことから、今後の運営段階において、公募段階で想定したとおりの事業間の連携とか、市

と民間事業者とのパートナーシップの充実等を維持していくことが課題となっているとこ

ろでもあります。この点に関しましては、特定事業契約の中で協力とか義務に努める旨を

規定してありまして、有機的に協力しなさいと言っていますが、市や事業者の負担となら

ずに、こういうふれあい連携という運営事業が行っていけるのかというところが、現段階

では見えないところでもあります。 

 （３）ですが、市内業者の育成ということを、現在、財政当局の方は図っておりますが、

市内業者をいかにしたら取り込めるのかというところが、課題になっているところでもあ

ります。要は、大手ゼネコンに持っていかれるのではないかとかいう危惧が多分にされて

いるところでもあります。この点について、議会説明では、ＰＦＩの趣旨を踏まえ、「地

域貢献の考え方」にどういうポイントを入れていくのか現在検討していると回答をしてい

るところです。 

 コンソーシアムの組成がゼネコン主体のものが多くて、比較的小規模な企業によるコン

ソーシアムが組成しにくい環境にあるのではないか。これは（４）の中段以降で書いてあ

りますが、要は落選しても費用の弁済がされる仕組み、民民の中で１勝２敗とかよく言わ

れますけれども、そうなったときに耐えられるのか。これは民民の中で、そういう仕組み

ができていれば、当然手を挙げる企業が多くなる。そうすると、当然市から公募を出した

ときに、競争性が一層発揮されるのではないかという考えです。こういう弁済の仕組みが

あってもいいのかなということで、一応書きました。 

 （５）として、ＰＦＩに係る公租公課のうち、事業方式がＢＴＯと独立採算型を除くＢ

ＯＴのものについては、不動産取得税を非課税とすることが明文化できないかというお願

いです。ＢＴＯの場合は、地方税法上の解釈だけになっておりますけれども、ＰＦＩ案件

ごとに県税事務所ないし関係諸機関の方と協議は前提としていただきたいといわれており
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ます。 

 ＢＯＴの場合についても、事業期間終了後は公共の所有に移転され、独立採算型を除く

形態であれば、公共が不動産取得税相当額をサービス購入料として支払う場合も想定され

ると思いますので、複雑になるかもしれませんけれども、非課税扱いという形で考えられ

ないのかなというところです。 

 ＳＰＣの設立に当たりましては、特に問題になったのが、社会福祉法人が参加しにくい

傾向にあるということです。仮に参加しても、他のＳＰＣ構成員との関係で、ＳＰＣ設立

に係る費用とか、その他の諸経費等、運営後においても配当や、応分の負担といった、分

担の割合とかはどうなるのかというところが若干心配されるところです。この点について

は、社会福祉法の25条で公益事業と収益事業の規定により、ＳＰＣに出資することは難し

いのではないかなと感じているところです。 

 このほかに、市川市はもう1本、余熱利用施設のＰＦＩ事業を抱えておりまして、その中

で法律的に問題になったものがあります。それは都市計画法の29条の中で、開発行為の許

可というものがあります。市街化調整区域に開発する場合にあって、国、県、市町村、第

３セクター、については開発行為許可が不要と明文化されておりますけれども、ここにＰ

ＦＩ事業者というものが入っておりません。 

 ですから、今回、市川市の余熱利用施設の場合は、県の建築審査会に諮っております。

そういう手続き、建築審査会に出す提出資料などが簡素化されるためには、法律で、例え

ばＰＦＩ法に基づく事業者を許可不要の中に入れるなどしていただければ、費用の面から

も簡素化されるんではないかなと感じております。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○山内部会長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、高知県・高知市病院組合事務局の吉岡次長よりご説明をお願いいたします。

よろしくお願いします。 

○高知県・高知市病院組合 高知県・高知市病院組合でございます。私どもが進めており

ます高知医療センター整備運営事業は既に、昨年12月８日に契約をいたしております。資

料が項目だけになっており、非常に恐縮でございますけれども、資料に基づきましてご報

告、ご説明申し上げます。 

 まず、整備運営事業の概要でございます。高知県の医療につきましては、高知県立中央

病院と高知市立市民病院がリードしてきたわけですけれども、この２つの病院がともに建
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てかえ時期を迎えたということで、それならいっそのこと統合して、新たな高機能の病院

を設立したらどうかということで、私ども病院組合が設立されて、事業がスタートしたと

いうことでございます。この病院は、高知医療センターというわけですけれども、医療の

中心は患者さんという基本理念のもとに、医療の質の向上、患者サービスの向上を図る。

それとあわせて、病院経営の効率化というものを目指すということにしております。 

 施設の概要でございますけれども、病床数が 648、一般病床が 590ということでござい

ます。高知県というのは、大きな病院が少なく、これは高知医科大学の付属病院を抜いて、

県下１の規模の病院になるというところでございます。 

 ２番の整備運営事業の経緯でございます。県立の中央病院、基幹病院と中核市でありま

す高知市の市立病院、その統合というのは全国初めての取り組みということでございます

けれども、そういう選択肢が生まれたもとにつきましては、高知県の医療の現状というも

のがございます。私どもの県につきましては、東西に長くて、林野が非常に大きいという

特性から、人口につきましても高知市に非常に一極集中しております。医療資源につきま

しても、高知市の周辺に極端な集中がある。その半面、その他の地域につきましては、極

端な医療過疎、人口の高齢化とかいったことがありまして、その周辺地域の医療に対する

支援を行う病院が、どうしても必要とされておりました。 

 あわせて、中央地域である高知市周辺は全国１ベッド数が過剰な地域でございますけれ

ども、中小の病院が多いということで、質的な面では立ち後れが課題として指摘されてお

りまして、高機能病院がどうしても必要とされるという事情がありました。そんな中で、

県下の医療を曲がりなりにもリードしてきた県立、市立の病院がそれぞれ単独で整備する

ということになりますと、やはり 350床といった病院規模ではどうも限界があるというこ

とで、統合という選択肢が浮かび上がったということでございます。 

 それと全国の自治体病院につきましては、多くが赤字経営にあえいでおるというところ

でございまして、私どもも例外ではございません。赤字体質からの脱却ということが、大

きな経営課題として議会を中心として指摘をされておりました。そんな中で、病院統合が

平成９年度末に正式に決定をいたしまして、私ども病院組合が平成10年11月に自治法に基

づきます一部事務組合としてスタートしたということでございます。 

 ２ページは、ＰＦＩ事業の経過でございます。今、申し上げましたように、医療センタ

ーの健全経営は、県、市、それから私ども病院組合にとりまして、いわば至上命題となっ

ております。そのため、先ほどの病院の理念の１つに経営効率化というのをうたって、決
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意を示しておるというところでございますが、組合が発足し、病院事業の基本計画を策定

するという当初から、アウトソーシングできるものはすべてやるという考え方を貫いてお

りまして、計画検討の進捗の途上でＰＦＩの導入が究極のアウトソーシングではないかと

いうことで浮上しまして、知事、市長に協議の上、導入に着手したところでございます。 

 その後は、平成13年２月に実施方針を策定、９月に特定事業選定・公表を行いまして、

11月から公募型プロポーザル方式によりまして１次募集、翌年３月の２次募集を経まして、

７月に審査委員会で最優秀提案事業者を選定しました。それを受けて、８月には病院組合

としまして当該事業者を優先交渉権者として選定した上で、契約交渉が行われて、12月８

日に最終契約にこぎつけたという経過になっております。 

 次のページをお願いをいたします。契約の概要でございます。契約の相手方は、株式会

社オリックスを代表とする企業グループからなります株式会社高知医療ピーエフアイでご

ざいます。契約期間は30年。契約金額総額は 2,132億円という、私どもにとりましても、

とてつもない額となっております。 

 契約対象業務につきましては、施設整備、維持管理がございます。それからウ、エとご

ざいますけれども、医療関連サービス、それから医療法に基づきます政令８業務といわれ

るもので、病院の根幹であります医療、診療機能と密接にかかわり、医療の質の確保に欠

かせない業務ということで、８業務が指定されておりますが、これらの業務につきまして、

これまではそれぞれ定型的な仕様書によります単年度ごとの業務委託契約でやるという形

になっておりましたものを、責任あるＳＰＣの主体的なマネジメントのもとで包括的に実

施をいただくということで、病院組合の担う医療の質的な向上に寄与をいただこうという

ことでございます。 

 その他医療関連サービスにつきましても、政令８業務ほどではございませんけれども、

それぞれ医療、診療について病院組合の担う自治体病院としての責務をサポートする周辺

業務ということになります。 

 その他の業務としましては、独立採算業務等でございます。 

 次のページ、事業の現在の状況でございます。まず、施設整備の関係でございますけれ

ども、病院本館工事につきましては、平成14年12月８日に着工いたしまして、昨年末で

39％の進捗ということになっており、工期はタイトでございますけれども、おおむね順調

に進んでおります。 

 この病院は来年３月、17年３月１日に開院ということになっておりますが、職員宿舎等
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の施設につきましても、昨年の11月13日に着工しておりまして、ハード面の整備につきま

しては、ほぼめどが立ちつつあるというところでございます。 

 一方、ソフト面の維持管理、運営各業務でございますけれども、各業務をＳＰＣから受

注する企業、協力企業と定義しておりますけれども、昨年７月以降、順次募集を行いまし

て、決定をされつつあるというところでございます。それから協力企業について、仕事を

請ける企業の選定も順次行っておるというところでございます。 

 ソフト面につきまして、事業の運営の中で、特に医療関連サービス業務の実施につきま

しては、事業者の選定過程では、要求水準書によりまして、公共の求めるサービスの性能

を提示いたしまして、具体的な提案を求めるという形をとりましたので、契約ができた段

階では具体的業務仕様は、開院に向けて要求水準に沿って、双方で詰めを行うということ

としておりました。現在、業務運営契約計画書としまして、全業務のアウトラインがまと

まりつつある段階でございまして、今後仕様書や作業マニュアルが詳細につくられていく

ということになりますが、この作業というのは、実際に非常に大変な作業で進んでおりま

す。 

 それから各業務が病院の求める要求水準を満たし続けておるか、あるいはさらに高い水

準のサービスが達成されるように、という目的からモニタリングを導入することにいたし

ております。病院側が日常定期、随時のモニタリングを行い、ＳＰＣのマネジメントのも

とに提供されるサービスの質をチェックすることによりまして、業務の質の維持向上を図

るという目的でございます。ここにつきましても、契約段階では、モニタリングの項目、

実施方法、あるいは評価の仕組みなどにつきましての基本的な考え方を、基本契約書とい

う形でＳＰＣにお示しをしておったわけですけれども、現在詳細なモニタリング実施計画

書の策定に向けて作業が進んでおります。しかしながら、これも先ほどと同じように非常

に大変な作業でございます。 

 それからＩＴに関しましては、最近電子カルテを中心としました医療の統合情報システ

ムが一般的になってきておりますけれども、それを医療センターにつきましても導入をす

ることにしておりまして、これはＰＦＩ事業と別個に事業者選定をいたしました。ＩＴに

つきましては、ＰＦＩ事業本体の契約にやや遅れまして、昨年３月に開発関係、保守管理、

運営、その他の契約を締結いたしまして、現在開発が進んでおるところでございます。 

 それから６番目、ＰＦＩ事業化に関しての主な課題でございます。私どもがこのＰＦＩ

事業に取り組む中で、課題となりましたことが幾つかございます。もちろん未経験であり
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ましたし、知識も浅い私ども病院組合といたしましては、アドバイザーのご支援をいただ

きつつ、試行錯誤しながら進めてきた事業でございますので、ここに掲げてあるほかにも、

いろいろなハードル、課題があったわけでありますけれども、幾つか挙げてみたところで

あります。 

 まず、私ども事業主体の性格でございます。これは課題ということから少しずれるかも

わかりませんが、ＰＦＩを進めるに当たりまして、さまざまな功罪を痛感した特性でござ

います。私どもは先ほど申し上げましたとおり、地方自治法に基づきまして、高知県と高

知市が設立をいたしました特別地方公共団体の一部事務組合ということでございます。そ

の所管する事務が高知医療センターの整備運営という事業に特化している。それ以外の組

織や運営に関する事項につきましては、全て県や市町村と同じ法制度のもとにあるという

性格でございます。 

 一方、私ども病院組合は、今、申し上げました県と市の対等合意のもとに設立されてお

るということでございまして、まだ営業始めておりませんので、自主財源がございません。

従いまして、何をするにつけても、この２つの団体の執行機関、それから議会のご意向を

伺わなければならないというところがございます。組合としても、組合の議会を持ってお

りますので、３つの自治体の議会、それから執行機関のご承認をいただくということで、

非常に事務に手がかかるということがございました。 

 相反するわけですけれども、逆に一方手が足りるといいますか、入念にチェックが入る

というメリットもございます。病院組合の議会の理解をいただくことは、大前提となるわ

けですけれども、私ども病院組合の議会につきましては、県、市議会各８名で構成されて

おりますが、ＰＦＩを最初に打ち上げた段階では、なかなかご理解いただけませんでした。

結果的に実施方針の策定前後から契約まで、約20カ月間かかったわけですけれども、その

間に、定例議会、臨時議会、あるいは議会の議員全員協議会を設けておるんですが、それ

を合わせて24回の会議をお願いして、ご理解いただいたということでございます。なかな

かこうした対応は、少なくとも私ども地方の高知県や通常の普通自治体、市町村、県では

難しいのではないかと思っております。 

 もう１つ、一部事務組合ということにつきまして、ＰＦＩ事業者サイドから、実施方針

の公表の段階から最終２次募集までの間に、一部事務組合に事業の執行権限はあるのかと

いう疑問が終始一貫寄せられました。それから県・市からの債務保証を確約せよといった

要請がありまして、特に契約締結後に融資銀行団との直接協定もございましたが、その中
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ではさまざまな議論がありました。先ほども言いましたように、一部事務組合につきまし

ては、特定目的を行うという以外、地方公共団体と何ら変わるものではありません。むし

ろメリットがあるということからしますと、一部事務組合によるＰＦＩが、今後円滑に進

んでいけばいいなと思っております。 

 それから、事業のあり方につきまして、簡単に申し上げますと、公募型プロポーザル方

式で事業者選定をすることといたしましたけれども、やはり議論はありました。病院事業

につきましては、対象業務が幅広い、ふくそうしておるということで、なかなか総合評価

一般競争入札にはなじみにくいという判断でございます。 

 それから、病院本体につきまして、私どもの事業は、ＰＦＩ法の施行前からの取り組み

でございました。ＰＦＩの検討に入りました段階では、基本設計が完了し、実施設計に入

っておったということがございました。民間の創意工夫を最大限に活用するという考え方

からしますと、やり直すということも選択肢として考えられましたけれども、税金を使っ

ているということからしますと、なかなかそこまでいかないということで、設計仕様につ

きましては、公共側の提示によるという条件づけといたしました。 

 結果的にはＶＦＭも得られたと思っておりますし、医療という公共側の業務が主にほと

んどの部分で展開される施設でありますし、医療機器設備などが複雑に絡み合って建設さ

れているという病院施設の特性からしますと、必ずしも設計からゆだねる必要もないかな

と思うところでございます。 

 それから３番目にＩＴの契約につきましては、非常に技術革新のスパンが短い分野とい

うことで、これはＰＦＩの本体契約とは別の契約としまして、６年ごとに更新するという

形をいたしました。 

 それから、地方ならではの課題ということで、ＰＦＩと地域社会経済との関連について、

地元企業あるいは地元の雇用、地元の資機材、産品の調達ということを非常に議会から求

められました。そういった中で、この事業を進めていく中では、この事業に参画希望しよ

うとする県内事業者から、手を挙げていただいて、それを病院組合の方で登録をいたしま

して、こういった希望業種、希望企業がありますという情報提供をすることで、個々の事

業の実施業者を決定する際の参考資料としていただくという取り組みを行いました。 

 事業者の選考に当たりましては、地元社会経済への貢献に対する提案を求めまして、審

査対象といたしました。あわせて、優先交渉権者として契約交渉をスタートさせる際には、

提案グループの代表者から具体的な地元貢献策を含む内容を表明書として提出いただきま
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して、ＰＦＩ事業契約書の付属書類としました。現在まで、この表明書に基づきまして、

可能な限りの地元貢献の履行ということを病院組合として継続的に要請をしているところ

でございます。 

 ＰＦＩの本旨から外れるかも分かりませんが、自治体としましては、喫緊の課題であり

ますので、こういった形をとりましたが、それなりの実効は上がっておるように受け止め

ております。 

 それから、その他といたしまして、２番目のＳＰＣのマネジメント力につきまして申し

上げたいと思います。この事業につきましては、医療行為、医療コアと言っておりますけ

れども、医療行為以外の広範な業務を長期包括契約によりＳＰＣに担当してもらうことに

なるわけですけれども、実際の各業務は、それぞれＳＰＣから発注された協力企業が担う

ということであります。それらの各企業にこれまでの個別の仕様書発注による業務委託契

約と、どのように違うのかということを、どれだけ徹底しながら、その要求水準をクリア

していくか。業務の質的な向上がＰＦＩならではという形で図られていくのかということ

につきましては、そのＳＰＣのマネジメント力が非常に問われておると感じております。 

 特に、医療関係の業務は、専門性がすごく特化した特異な領域でございます。ＳＰＣに

マネジメント一般のノウハウはありましても、なかなかこの業務につきましては、十分に

知悉した上で、ＳＰＣが空洞化する形でなく、マネジメントがやっていけるのかどうかと

いうことにつきまして、現在、業務の仕様書をつくったりしておりますけれども、ＳＰＣ

のマネジメント力の求心性が十分発揮し続けられるかどうかにつきまして、ＳＰＣに努力

精進を求めていかなければならないと思っております。 

 非常に雑駁でありますが、以上でございます。 

○山内部会長 どうもありがとうございました。 

 東京都、市川市、それから高知県・高知市病院組合にご説明いただきましたが、今のご

説明を踏まえまして議論に入りたいと思います。一括して議論ということですので、どな

た様でも、ご発言者でも結構ですので、ご発言になる方はよろしくお願いしたいと思いま

す。いかがでございましょうか。どうぞ、Ａさん。 

○Ａ委員 東京都さんに２つお尋ねしたいんですが、１つは指名停止のお話があったんで

すけれども、私の理解では指名停止の基準をどうつくるかというのは、地方公共団体の場

合には、個々の地方公共団体でやっておられることで、国にとやかく左右されることでは

ない。国でもいろいろな方針を出していますから、事実上そういうのを参考にしておられ
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ると思いますが、東京都さんがどこまでの範囲で指名停止に及ぼすかというのは、合理的

な範囲でご自由にできることなのではないかというのが、私のお聞きしたい１つのことで

す。国の場合ですと、例えば国土交通省ですと、本省の方針が地方整備局に及ぶとか、あ

るいはもっと全体をつかさどる財務省の方針が全省庁に及ぶという問題があるかもしれま

せんが、地方公共団体はそういう意味の拘束力はないのではないかなと思います。 

 第２点は、これはお話がなかったのに質問するので大変恐縮ですが、ほかのところで言

及されていたこととの関係で、地方税についてですが、大変幸いなことに東京都さんは不

動産取得税も固定資産税も課税できる立場にありますよね。ＰＦＩ事業を推進するという

観点からいきますと、事業者の負担を軽減した方がいいというお考えも当然あると思うん

ですが、内部的に東京都の主税局さんの方に、例えば現在東京都では非住宅用地について

の軽減を、減免措置を活用して大幅にやってらっしゃると思いますが、そういう大きな減

免さえやっている東京都さんですから、ＰＦＩ事業に限定して、国の事業も含めて東京都

の中で行われるものについては、不動産取得税を減免するとか、固定資産税について、区

部についても固定資産税を課税していると思いますから、固定資産税の減免措置をとって

欲しいということを内部的に主税局さんの方に要望しておられるという事情がないかどう

か、ご質問させていただきます。 

○東京都 指名停止の件はおっしゃられるように、自治体独自に、特に契約締結権者であ

る財務局として判断できるんですが、今後のＰＦＩ事業の発展ということを考えますと、

民間事業者にとっても、すべての自治体、国が一貫した扱いをすべきであろうと思います。

東京都は確かに自分で判断して、今、考え方を整理して、当然ＳＰＣには指名ペナルティ

が及ばないようにしようと動いておりますけれども、全国的にやっていただかないと、事

業者の方が安心してＰＦＩに参加できないと思うんですね。入札が全部やり直しになりま

すと、民間事業者の負担はすごいものになりますので、そういう意味で、ガイドラインか

何かで、国の考えを示していただいた方がいいということで、要望しました。 

 ２点目の件についても、特段内部で税金について、議論しているわけではございません

が、これは民間事業者さんも当然おっしゃるでしょうし、あえて東京都が言わなくても、

ほかのところのヒアリングでこの声は出てくるだろうということで書いておりません。 

○Ｂ専門委員 指名停止の件でちょっとお尋ねしたいんですが、普通は、ＰＦＩ以外の工

事案件等で指名停止を受けますと、当然、大きな事業であれば、議会案件になります。そ

うした場合に議会が通らないという恐れが出ます。ＰＦＩとしても、指名停止を受けた企
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業が例えば事業団の中に入っていると、議会から相当議論が出てくるのではないかなとい

う懸念がございますが、どうお考えでしょうか。 

○東京都 そういう懸念があるから、なおさらガイドライン等で、国もこう言っているか

らというのが、議会に対する説明になりますので、やっぱり議会に対して説得力持ってＳ

ＰＣはＪＶと違うんだ。ＪＶの場合には契約が当然やり直しになりますけれども、ＳＰＣ

の場合には、別人格だ。別の法人格を持ったものですから、当然出資企業の一部、１社な

り２社がペナルティを受けたとしても、それがＳＰＣに及ぶことはないんだ。これは国の

ガイドラインにもこう書いてあると言いたいというのが、我々の本音です。 

○Ｂ専門委員 少し議論させていただきたいと思うんですが、指名停止を受けるというこ

とは、社会的に制裁を加えられたということでございます。そうした企業が仮に親企業で

あったとしても、県民、都民に対して説明がつきにくいと思うんですね。ＰＦＩはご案内

のように20年、30年でやっているわけですね。そうした企業が果たしてどうなのかという

議論になった場合に、もしも国でガイドラインをつくっていただき、それを受けて地方自

治体がもう一度判断するときに、まったく逆の動きが出るのではないかな。むしろ現状の

ままで、各自治体が判断をしていけばいいのではないかと私どもは思っているんですが。 

○Ｃ専門委員 東京都ばかりをお伺いして申し訳ございませんが、ちょっとお聞きしたい

のは、平成15年３月20日付のこの申合せ事項ですけれども、いろいろな自治体の方にお聞

きしたらば、これでは実務的に使えない。はっきりおっしゃっていただきたいのは、行政

実務を知らない方々が、会計法の結論からこうあるべきと言っているけれども、実際に自

治体に落としてみれば、この考えだと実務上無理があるという声が多いわけです。特に事

前絞込みと判断基準の問題ですね。制度経済実態というのは、本当に違うのかどうかとい

うのを知りたい。 

 それをはっきりとしたご意見をお聞きしたいということが１点と、もう１点は、病院の

ケースのいわゆる公募型プロポーザル方式の適用ですが、問題はいわゆる随意契約要件、

すなわち特例政令と地方自治法上の随意契約要件の差、これを問題にされているのか、あ

るいは別途新しい、例えば欧州などが考えている競争的交渉手続きみたいな新しい入札の

あり方を制度上位置づけた方が適切なのか。どちらのお考えを東京都さんはご志向されて

いるんでしょうか。ぜひともご参考までにお聞きしたい。 

○東京都 ご質問の趣旨がなかなか格調高いものがありまして、それに的確にお答えでき

るかどうかというところですが、まず答えやすい方からということで、後者ですが、これ
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は今おっしゃられたような特殊な形も、もし認めていただける方向でいろいろ議論が高ま

ってくれば、そういった選択肢も欲しいなと思っております。 

 というのは、今、我々はまだ実施方針も出す前の段階で、アドバイザーといろいろブレ

ーンストーミング的に話し合いながらやっている。ただ、今の選択できる制度は窮屈過ぎ

る。とりわけ病院事業をＰＦＩでやっていくということでは、窮屈を通り越して、この方

式でどう工夫して、どうやっていこうかというところで、絶えず意見交換が煮詰まってし

まうというところもあると思います。 

 ですので、それを打破するために、まず簡易な方法からすれば、例の特例政令のところ

で、ＷＴＯ案件でも公募型プロポーザル方式は認められないかなというのが、いわゆる簡

単なやり口です。 

 もう１つとしては、今、先生の方でおっしゃったように、さらに進んだやり方というの

を取り入れていくのが、次の選択肢ですね。そういったものもできるんでしたら、いいん

ではないかという意見もありまして、今、内部で意見交換をやっております。ただ、まだ

成案というところまでには至っておりません。 

 それと例の申合せ事項ですが、実務的にどこまで踏み込んだ形でやっていいのかという

ところが、議論の分かれているところです。我々としては、今、作業を進めている中で、

時間的制約もございますので、ある意味では我々の判断で、現行の法令等で解釈をした上

で、一歩踏み込んだ形での事業展開をせざるを得ないのではないかと考えておりますが、

できればこちらに掲げている事項で、例えば先ほど文言等で二重否定的というところもご

ざいましたが、そういったところについて、より一層明確に、いま一歩、我々の解釈が得

られるような表現、あるいは記載事項にしていただきたいという思いは持っております。 

○Ｄ専門委員 まず東京都さんの件ですが、私、民間事業者の立場で委員会に参加させて

いただいておるわけですけど、民間の方で常に問題視をしている非常に重要な問題を積極

的に指摘していただき、大変ありがたいと思っております。 

 特に入札プロセスについては、我々選ばれる立場の民間としても、十分な説明をした上

で、例えば優先交渉権者という立場で、きちっとテーブルについた上で、クラリフィケー

ションをし、内容の説明をし、あるいは内容と価格というのは当然関係をしているわけで

すから、内容でやりとりで変わったところには、当然価格は反映されてくることもあるで

しょうし、そういったことも含めて選定化されませんと、発注者の方にとっても本当に欲

しい、バリュー・フォー・マネーはお買い得という意味に理解しておりますけれども、本
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当にお買い得のものが買えないんではないかと常日ごろ思っておりましたが、なかなか行

政の方々に必ずしもおわかりいただけないようなところもあったわけですけれども、病院

という例が再三、私もその辺の話をするときは、やはり病院みたいな案件については、特

に一般競争入札ではほぼ不可能ではないかということを申し上げておりましたけれども、

そういう点で非常に我々の民間側の考えと共通するというところで、改めて認識をさせて

いただきました。 

 ご質問というか、教えていただきたいのは、この話と別ですけれども、東京都さんの場

合は、ＰＦＩとはっきり銘打ってない、例えば南青山の住宅の開発等の案件をやっておら

れます。他の地方都市等でも、ＰＦＩ的と称しているものがある程度あって、それには的

と言ったり、あるいは実際にかなり無理してＰＦＩに仕組んでいるケースもあるのではな

いかという気がします。東京都さんの場合は、逆にＰＦＩとは絶対おっしゃってないんで

すが、そのプロセスを見てますと、実施方針、募集要項の公表など、かなりＰＦＩに沿っ

たやり方をやっておられる。 

 的が必ずしも悪いわけではないんですが、的ということで、肝心な公明性、透明性の担

保とか競争性というところは何となくぼけてしまうのが、むしろ問題だろうと思うのです

が、その辺は何かはっきりとしたポリシーでおやりになっているのか、わかる範囲でお教

えいただければと思います。 

○東京都 ＰＦＩ的手法を使っている最大の理由は、ＷＴＯで総合評価一般競争入札が義

務づけられていることです。公募型プロポーザル方式で随意契約をやった方がよりよいも

のが調達できる場合等については、積極的にＰＦＩ的手法で、プロセスは公平性、透明性

を担保する意味でＰＦＩ法に則った手続きをとりますけれども、随意契約で、ＰＦＩ的手

法を導入していきたいと考えております。 

○Ｄ専門委員 ありがとうございました。ぜひそういった流れでお続けいただければと思

います。 

 それから、多少細かい話になりますけれども、市川市さんの資料の４ページのところの

お話で、落選者への対応のお話がございましたね。民民ベースの仕組みで費用が弁済され

るような仕組みがあればと、書いてありますが、民民ベースの仕組みというのは、具体的

にどういうことをお考えになってらっしゃいますか。 

○市川市 例えば、公共がやった場合、助成方式ということも１つ考えられると思います。

ただ、単にこれだけをねらってくる企業というのも出る可能性としてはあります。であれ
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ば、１つの例ですけれども、例えば基金といった形で各企業が出し合って、その中で落ち

たところに、例えば、コンソーシアムの中では設計会社に負担がかかると思います。設計

にかかわったうちの一部を負担するよという形になれば、より程度の高い提案内容が期待

できるのではないか、という考え方です。 

○Ｄ専門委員 市川市さんの案件だけではなく、全国的にそういうものがあってというよ

うな、現実はなかなか難しいのかもしれません。イメージとしてはそんなことでございま

す。わかりました。 

 それからもう１つ、ファイナンスについて、仮締結時点を基準日として利率を設定し、

その後の管理運営が開始されるまでの期間の金利上昇リスクを民間事業者が負うことにし

たとあるんですが、これは実は昨年来、継続的に契約ガイドラインの打ち合わせをさせて

いただいた中でも、基準金利の設定日というのはかなり問題になりまして、ともかく実際

にファイナンスを実行するに近いところで決めるのが、双方にとって最もリスクがないと

我々は理解しておりますし、そういう考え方もあるよということを契約ガイドラインに載

せさせていただいたわけです。この辺については、結果としてこれでやっておられるんで、

それはそれでよろしいんだとは思うのですが、何かこれでよかったとか、いやまずかった

とか、あるいは事業者の方から非常に問題が出たなどということはございませんでしたで

しょうか。 

○市川市 基準金利をいつ設定するのかという議論はありましたが、結論から言いますと、

特に問題ありませんでした。結果的に、契約締結時、仮契約のときに設定しても、どちら

かがリスクを負うわけですし、工事完工後、事業開始のときに設定しても、そのときにど

ちらかがリスクが負う。結果としては同じではないかということで判断しました。 

○Ｄ専門委員 契約の時期が去年だと思いますけれども、時期的にたまたま非常に低金利

が続いている事態でありましたが、まだ運営は開始されていないですね。ですから、まだ

しばらくこの状態が続くわけですが。ここで急激に金利が上昇すると、それはもう事業者

の方が負うということになりますね。 

○市川市 はい。但し、市川の場合は、当初は７年間ですけれども、15年間の事業期間の

中に、要は２回金利の見直しをしようという形にしました。事業者は、その辺の金利リス

クを酌んだ上で応募されてきたと、一応理解しています。 

○Ｄ専門委員 高知県・高知市病院組合さんにお伺いしたいのですが、最後の方で地元企

業とのお話がございましたよね。これは地方の場合は常に話題になるところですが、今回
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地元企業の情報提供をされたのは、私ども理解しておりますけれども、これは地元企業の

方で、協力企業の下で実際に仕事をしたいという方の登録をされたと思いますが、実際の

効果としてはいかがなものでしょうか。この事業はオリックスさんがやっておられると思

いますけれども、東京からはるばるというケースも現実には非常に少ないと思いますから、

かなりのものが地元の方におやりいただかなければいけないと思います。この登録という

ことは、１つのアイデアだと思うんですけれども、効果はどんなものであったでしょう。 

○高知県・高知市病院組合 最初の段階で、実は高知医療センターの運営事業に地元を活

用せよという議会決議が、高知県議会、市議会ともになされていました。そんな中で、何

らかの実効を担保するということで、アドバイザーにもご支援いただいて、苦肉の策とし

て出したものの１つが審査の中に入れるということと登録制度を適用するということだっ

たんですけれども、効果はあったと思っています。 

 １つには登録制度をとって、公共側が地元企業の活用であるとか、雇用をそれほど重視

しておるんだということを、応募者側はすべてかなり真剣には受け止めてくれまして、そ

れが各提案に反映されました。オリックスグループが１位になって、優先交渉権者になっ

たんですけれども、オリックスが地元貢献の点は一番悪かったんです。そんな中で、それ

ではとても県民市民に理解いただけないということで、表明書を出していただきました。

結果的に、その表明書が第２段階に相手方に対するＳＰＣ側の受け止めということにプラ

スに作用したように思っています。 

 ハードの部分につきましては、当初から専門家の方も言われてましたけれども、地元を

活用するということについて、ＪＶなどの一定のルール化はできておるから、ハードの方

は余り心配ないのではないかということで、完全に満足はいただいていませんけれども、

ハード面については十分だったと思って受け止めております。 

 ただ、ソフトの部分につきましては、特に私どもの場合、医療関係でございますので、

大手というか特定の事業者、こういった大規模の病院で、例えば検査をやれる企業である

とか、医療事務をやれる企業というのは、全国でもほとんど指を折ったらわかるような感

じになってます。ですから、一次的な協力企業ということではなく、二次的な下請けであ

るとか、これは医療法政令業務については難しいんですけれども、そこから請ける業務で

すとか、あるいはＪＶ方式でやると、雇用面で入っていっておりますので、一定の評価は

いただいておりますし、私どもも一定のメリットはあったなと思っております。 

○Ｅ専門委員 市川市さんにお聞きしたいんですけれども、主にご説明いただいた話では
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なくて、最後に余熱の話がございましたね。特に都市計画決定といいますか、開発審査に

引っかかったということだったですが、その開発審査に出るのはどの段階で出されるのか

ということです。事業の概要が決まった段階で出すわけにはいかないと思いますから、あ

る程度施設の設計ができた段階でしか出せなかったと思うんですけれども、その段階でい

けば、逆に民間の事業者からすれば、開発審査会で落ちることがあるのかどうかというの

は、一種のリスクであるのは間違いないと思うのですが、それについて、どういう受け止

め方がなされたのか。あるいは市川市さんとしては、どういうふうにそれを考えておられ

たのか。 

特に、私ども今インフラ絡みで研究会をやっているんですけれども、他施設の場合だと

もっと厳しく都市計画決定が入ってくると思うんですが、その中でそれをどこでやるのか

というのは、かなり大きな事業化に向けての問題だと思っております。Ｃさんからもご指

摘いただいているんですけれども、これについて、箱物では余りそういうことがないと思

っておりましたけれども、ちょっとご説明いただければ非常にありがたいと思います。 

○市川市 詳細は確認していませんが、市街化調整区域に建築する場合に、都市計画法第

29条では、開発行為の許可申請が必要になるんですけれども、国、都道府県、地方自治体、

一部事務組合などにつきましては、それが除外されております。その手続きをＰＦＩ事業

についてもとることができないのか。具体的に列挙されている中に、ＰＦＩ事業者も対象

にできないかというのが、１つの内容でございます。 

○Ｅ専門委員 銀行側からすれば、一種のリスクとは、それはとらえないと考えてよろし

いわけでしょうか。 

○市川市 許認可は民間のリスクとして、提案を求めたので、そのリスクをのんで応募さ

れたものと考えています。 

○Ｆ専門委員 今の関連ですが、東京都さんの都市公園法のお話もあったんですが、要望

として、今の話も少し似たような話ですけれども、ＰＦＩ事業の場合に、だれの事業と見

るかという問題が実は解決されていない問題としてあるように思います。国土交通省では、

１回は都市公園法みたいなものは、ＰＦＩ事業の場合は、例えば東京都の事業と見ること

も可能。要するに公園管理者自身の事業と見るようなことも可能な示唆もあったのですけ

れども、交渉の途上では民間事業者の事業として、占有許可10年の縛りがかかったという

ことですよね。そこら辺は堅かったという言い方ですけれども、そういう可能性はなかっ

たのかなと思います。 
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 市川市の話もＰＦＩ事業をどうとらえるかという話、市そのものの事業をＰＦＩでやる

と見ることができるかという話だと思うのですけれども、そういう交渉の余地は全くなか

ったのでしょうか。 

 それからもう１つ、もし本当に民間だとしても、民間で許可が必要だとすると、普通は

リスク分担のときに、公共のリスクとして、その事業についてのいろいろな法令上の許可

等を持ち出し、整理することが普通は多いと感じているんですが。東京都から、いかがで

しょうか。 

○東京都 公園については、都の建設局の方が国交省に照会しましたところ、だめだとい

うことでした。また、計画通知か確認申請かという話についても、やはり多摩地域ユース

プラザの場合にも八王子市とやりました。これは判断が自治体によって違うと思いますけ

れども、計画通知はだめだという判断を八王子市がしまして、確認申請になっています。 

○Ｄ専門委員 今の市川市さんのＥ先生に対するお答えで、ちょっと確認ですが、そのリ

スクを市川市さんの場合は、民間事業者が、例えばとれるかとれないか、あるいはとれる

ための準備まで、全部提案時点で民間が負っているということですか。 

○市川市 募集の段階で、民間のリスクだということで話をしました。それと、今回はあ

くまでもＰＦＩ法に基づいて、手続きをしています。ですから、市がかわって、県の審査

会に諮ることはできません。そういった矛盾点もあります。それは先ほどの、ＰＦＩで学

校をやるときについても言えます。ＰＦＩでなければ計画通知という簡素化された形にな

りますが、今回はＰＦＩですから、事業者が確認申請という形で手続きをするという形に

なります。 

○Ｄ専門委員 そうしますと、先ほどの提案のときのとれなかったときの補てんという話

も絡みますけれども、通常提案は限られた時間で、できるだけミニマムの費用で提案をま

とめるということを当然事業者は考えているわけですけれども、その中で本当に確認がと

れるところまでのスタディは現実にはなかなかできにくいと思います。それで提案をして、

通った後で、次のプロセスで問題が出てきて、設計上変えたりなんかするリスクというの

は、一応事業者に持つということで、今、考えていらっしゃいますね。 

○市川市 募集要項を公表する前には、県の方と協議をしまして、一応こういうスキーム

でいきますよ。ＳＰＣという形で申請しますよ、という確認はとってあります。仮に、提

案内容を市がすべて納得したとしても、提案図面を実施設計図におとすときの建築基準法

や消防法等関係法令に基づく設計変更等は民間のリスクと考えています。 
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○Ｇ専門委員 そのケースについて、例えば、環境上の問題が出るとか、遺跡があって、

１年間開発できなくなったということがあります。そのリスクまで民間にとらせるという

ことですか。どちらかというと、官側が一方的に持っているリスクですよね。 

○市川市 実際、下に何が埋まっているかというのは、当然その前に導入可能性調査を行

いますので、その時点で、恐らく今の例であれば、出てきた場合の処置は市の方がリスク

は大きくなるか、両方に丸がつくかが考えられます。それは優先交渉権者との中での話し

合いという事項でもっていくというケースも想定できると思います。はなから民の方へと

いう形では、その時点ではないと思います。 

○Ｅ専門委員 東京都にお聞きしたいんですけれども、さっきかなり運営中心でというこ

とを強調されましたね。運営中心のＰＦＩを推進するようにというご発言が最初にあった

と思うんですが、基本的にＰＦＩで、なぜファイナンスがいるのかといえば、施設整備を

伴うサービスだからだという意味でいけば、やはり施設整備の部分に、ある程度のものが

なければ、極端な例を言えば単なるアウトソーシング的になってしまうのではないかなと

思うんですけれども、今までの２件のご経験から、余り施設整備の方での効果は余り認め

ておられないという判断から、そういうご発言でしょうか。 

○東京都 都においては当然、これから公物管理なり、国交省のいろいろな抵抗みたいな

ものがあるかもしれませんけれども、道路、河川といった公共事業についても、どんどん

ＰＦＩを導入したいと思っておりますし、そういった研究を進めております。 

○Ａ委員 市川市さんにお尋ねしたいんですが、先ほど学校施設の整備補助金の関係で一

括でやらざるを得ないというご説明があったんですが、制度がそうなっているからという

ことで、国とは多分交渉はなさらなかったと推測しておりますが、今、国はお金がない状

態でありまして、そうすると国の方でも、もし分割払いが可能ならば、渡りに船で大喜び

するのではないかという気もする。もちろん金利の分をどう見るかというのは別問題で、

そんな気がするんですが、私は学校施設の整備について、よく理解していないのですが、

その辺見通しとしてはどんなふうにお感じになっているのか。つまり、分割払いで国が払

うということにすると、何か弊害が大きなものがあるのかないのか、その辺ちょっと教え

ていただきたい。 

○市川市 ＰＦＩ法に基づくＰＦＩ事業というのは、市川市もそうですけれども、財源を

平準化できる魔法の手法だという感覚でとらえていることが多い。今回の事業も、何で初

期投資がこんなに多いんだと言われました。これは、ＢＴＯ方式を導入したからです。学



 28

校ですから、維持管理と運営面というのはほとんどないためＢＴ方式でもよかったんです

けれども、複合施設としたのが、このＢＴＯ方式を選択した最大の理由でございます。国

の補助要項、義務教育施設国庫負担金によって補助金は得られるんですけれども、補助対

象事業費を一括して払うことが補助金交付の条件となっています。本来ＰＦＩ法は財源を

平準化するというのが１つのメリットでございますから、初期投資を抑えて、15年なら15

年の事業期間に分けて補助金をいただければ、それにこしたことはありません。国の国庫

債務負担という制度もあるんですけれども、ＰＦＩ事業についても単年度手法でいくんだ

という解釈でございましたので、やむを得ず、補助対象事業費に見合う一時金を計上した

ということです。 

○Ａ委員 学校施設の整備については、児童の急増期なんかに将来予測をして、最初に大

きめの学校をつくる。しかし、それについてすぐ補助金がつくわけではないので、学校建

設公社とか、外郭団体をつくって、そこが所有権を持って、段階的に移転し、補助金をも

らうなんて策を講じたことも確かあったかと思います。そうすると、何かアイデアを出し

ていけば、何かＢＴＯ、ＢＯＴと分けているけれども、段階的に所有権を移していくとい

う発想もひょっとして生まれてくるかもしれない気もするんですが、何かそういう可能性、

うまい提案はありませんでしょうか。 

○市川市 段階的な所有権というのは、結局だれかがその間負担していかないといけない。

それをＰＦＩでやるという手法も考えられるかもわかりません。現状、人口急増というこ

とで何十教室も先を見込んだ中で建築しても、実際にそれだけの補助金はつかないという

のが実態でございまして、本当に必要な施設部分だけしか補助金はいただけません。です

から、将来を見越した中で、ＰＦＩで組んでみて、それで収支計算をして成り立てばいい

と思いますけれども、なかなかそれも今の段階では難しいのかなと考えています。 

補助金の分割というのは、今の会計法上難しいのではないかという議論も去年かなりさ

せていただきました。結果的に、交付金制度など別の制度の中でできるんではないか。た

だ、現在の補助金縮減という流れの中にあって、後年まで市町村に限らず国の方も、それ

がきちんと維持できるのかという財政的な問題もある。逆にそれで出ないよと言われたと

きに、プロファイルはもう決まっているわけですよね。そういった場合のリスクはどうす

るのか。市が一時的に補てんするのかとなったときに、今度はＰＦＩだから債務負担行為

の額でもう一定だよね。それ以上に何で金を出すのって、議会の方の承認を得るのがかえ

って難しくなってくる。 
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 事例的に出してしまうと、例えばもう額が決まっていた。では、そこに今回法改正で、

例えばシックハウスのところで余計に費用がかかるよといったときに、それがＰＦＩの予

定外の、要は市のリスクですから、では市の予算でやってくださいと、別個予算をとって

くださいといったときに、そういった難しさもＰＦＩ法の中では、また違う面ではらんで

いるということです。議会の承諾をいかに得るかという、我々の努力という形にはなって

きますけれども。 

○Ｆ専門委員 今の話ですけれども、ですから文科省としては、財務省がそういう補助金

を出せないのではないかという理解だったのですけれども、財務省も若干そういうことを

認める例があるという情報はあって、ただ、ではどういうふうにしていくかというのが今

後の課題という話になっているという状況だと思います。 

○Ｈ専門委員 東京都さんにお伺いしたいんですが、ＰＦＩ事業の導入判断基準をつくら

れているということですが、これはＰＦＩと従来のいわゆる普通の公共事業と比べるとい

うことだけでしょうか。それともＰＦＩと例えば委託とか、ＰＦＩでないにしても、ある

程度民間の活力を利用した手法がありますよね。そういうものも含めて比較しているんで

しょうか。 

○東京都 おっしゃるように直接執行した場合の従来方式と、とりうるあらゆる民活手法

すべてを比較考慮して、一番ＰＦＩがバリュー・フォー・マネーも出るし、定性的な面で

もサービスが上がると、そういったことを検証して導入していくということになります。 

○Ｈ専門委員 では、いろいろやっているわけですね。 

○Ａ委員 高知の病院組合さんに、全く簡単な初歩的な質問ですみません。都道府県と政

令市は特例政令の適用、ＷＴＯの協定で苦労しているわけですが、この病院組合のように

高知県と高知市が組んだ場合には、途端に適用がなくなるという理解でなされているわけ

ですか。 

○高知県・高知市病院組合 政令を読みますと、私ども都道府県と政令指定都市が入った

一部事務組合は除外されておるという規定があるように理解をしております。ただ、これ

を公募型プロポーザル方式でやったことにつきまして、そこに根拠を求めたという思いは

余りない。ただ、政令では私どもは除外されておるという理解をしています。 

○Ａ委員 それは、意識はなさらなかったということですね。 

○高知県・高知市病院組合 それは、承知しておりましたし、ベースにはありましたけれ

ども、そこに逃げ込むという形はできないのではないかという考え方をしておりました。 
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○Ｉ委員 吉岡次長にお伺いさせていただきたいんですが、今、運営型で病院が走ってお

って、選定を終わりました。選定を終わった後で、先ほどのお話の中で、例えばこの資料

を拝見しますと、一番最後のページの５の（２）のところだと思うんですけれども、各業

務実施に向けた取り組みをやっておられる。モニタリングの実施計画をつくっておられる。

恐らくさぞやご苦労なさっておられると思うんですけれども、現状のご苦労を踏まえた上

で、事業者の選定のときに、こういう工夫をしておけばよかったとか、あのときにこうや

っておけば、こういう基準を設けておけばよかったなとか、そういう反省点は何かござい

ますでしょうか。 

○高知県・高知市病院組合 ＳＰＣに責任転嫁するとか、悪口を言うつもりは毛頭ないん

ですけれども、もう少しマネジメント力があるのではないかと思います。例えば政令８業

務につきましての事業のやり方などを基本計画に則って調査整理していく中で、ＳＰＣが

例えば清掃なり検査なりの業務を行おうとする企業を代弁したり、あるいは個々の業務を

やる協力企業というのは限りなく従来仕様のイメージで来ていますので、そこにＳＰＣと

してＰＦＩの手法のすき間を埋めながら、長期包括にこの業務を要求水準を満たしながら

やっていくということを、マネジメントする力というのを求めているわけです。 

 観念的にＳＰＣもそれは理解しておるんですけれども、いかんせん、余りにも各業務の

病院における実施のあり方というのを、ＳＰＣが知らなさ過ぎるということが、これは正

直言いまして、事業者選定の段階ではなかなか提案書の中ではわかりませんので、提案書

はやはりそれなりに性能発注ということからすると、かなり総論的になっておっただろう

ということからしますと、ＳＰＣが当該業務に対するマネジメントをどういう形で具体的

にやっていくことができるのかということを、もう少し詳細に聞いていくということを、

例えば経験を求めるとか、こういったところをイメージしておるとかいうところを求める

必要があったということは少し感じております。 

○Ｉ委員 その点で追加の質問ですけれども、前のページ４のところで、通常の業務内容

を見ますと、アの施設整備であり、イのファシリティマネジメント、大体これぐらいなも

のですから、この辺であればＰＦＩ事業といっても、そう見積もりが狂わないという気は

しておるんです。 

 今、吉岡次長おっしゃったのが、ウやエに関してで、はじめ選定段階で考えておられた

ほどの能力がなかったとおっしゃっておられるわけですが、そうすると当然、金額の見積

もりのところで狂いが出ないかというのが、実は一番大きな心配なわけです。東京都さん
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が、先程おっしゃっておられた三方一両得ですか、ああいう形で民間事業者がもうかる形

が、ある程度確保されていなければ、高知県の場合のような長期的な事業では、なかなか

辛かろうかなという気が正直なところするんですが、現在ウやエのところで、事業者と当

たっておられて、どんなものでしょうか。ちゃんと価格の面での初期設定がずれずにやれ

そうな感じですか。 

○高知県・高知市病院組合 契約額自体はもう、ある意味、所与のものとして上限という

イメージでとらえてます。そういうことからしますと、提案のあった価格の中で、例えば

この業務については非常に厳しいであるとかいう話は、現在のところは聞いておりません。 

 ただ、医療関連ではなく、その他の業務の中で、例えば食堂などにつきまして、今、事

業者の募集をしておる段階ですけれども、少し自信がないと言っているところはございま

すけれども、これは独立採算ですので、あとの部分については、当初想定しておる核とな

る事業者について、改めて契約額の交渉をしなければならないというイメージは、私ども

もＳＰＣもございません。 

○山内部会長 まだまだ伺いたい点があろうかと思いますけれども、予定の時間となって

おりますので、この辺でヒアリングにつきましては終了させていただこうと思います。 

 東京都、市川市、それから高知県・高知市病院組合の方々には、ご多忙中のところをご

出席いただきまして、誠にありがとうございました。 

 それでは続きまして、先日の第１回総合部会における委員の皆様からのご意見も踏まえ

まして、私の方から今後の総合部会の検討の進め方につきましてご説明をさせていただこ

うと思っております。 

 前回の部会におきまして、民間事業者など幅広く意見を聴取すべきであるということ、

それから共通認識を持つための基礎的な情報について整理が必要であると、こういったご

意見があったと考えております。 

 これらを踏まえまして、次回の第３回総合部会におきましては、日本経団連等の民間事

業者からヒアリングを行なうほか、ファイナンスの立場としまして川村専門委員、保険の

立場としまして卯辰専門委員からご意見をいただきたいと思っております。 

 また、ホームページを活用して、ＰＦＩの実務に関わられている関係者や研究者等、広

く国民から現状のＰＦＩに関わる問題点や課題について意見を募集したいと思っておりま

す。 

 ２点目に、全国の都道府県や市町村に対し、ＰＦＩ事業にかかわる考え方やニーズ、そ
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れからＰＦＩの取り組み状況、国の支援施策への要望などにつきましてアンケート調査を

行うということにしております。 

 それから３点目として、関係省庁所管の公共施設等の管理に関しまして、現行の公物管

理法等で、ＰＦＩ事業者が事業を行い得る範囲について、規制改革の推進に関する第３次

提言にこれが盛り込まれているほか、委員の方々もこの点に関しまして、非常に広いご関

心をお持ちと判断いたしましたので、この点につきましては総合部会として調査を行いた

いとに考えております。また、地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の国の補助金等の

適用状況についても調査を行いたいと考えております。 

 これらの調査結果等につきましては、今後の部会において事務局からご報告をさせてい

ただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それからさらに、委員の皆様方から広く意見を賜りまして、それを部会において若干、

議論していただくご意見を披露していただくような機会を設けたいと思っておりますが、

いかがでございましょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 ということで、今後この総合部会を進めていきたいと考えております。具体的なスケジ

ュール等につきましては、事務局の方からご説明を願いたいと思います。 

○事務局 それでは事務局から具体的なスケジュールなどについてご説明申し上げます。 

 まず第１に広く国民の皆様方からの意見募集ということにつきましては、２月に募集を

行いまして、３月にいただいた意見を報告する予定でございます。 

 ２点目の地方公共団体へのアンケートにつきましては、２月後半に取りまとめまして、

３月に報告をさせていただく予定でございます。 

 ３番目の各省所管の公共施設等については、ＰＦＩ事業者が事業を行い得る範囲につい

て、事務局より関係省庁に対して調査依頼を行いたいと考えております。また、国庫補助

金の適用状況についても同様に関係省庁に対し、調査依頼を行いたいと考えております。 

 それから、委員の皆様方からの意見発表や意見交換の機会につきましては、第４回総合

部会で行ってはどうかと考えております。できるだけ広く皆様のご意見を伺って、効率的

に議論を進めていくために、あらかじめレジュメや資料の提出について、事務局からお願

いをさせていただければと考えております。 

 なお、４回目の総合部会の日程調整については、後日事務局よりご連絡申し上げます。 

 以上でございます。 

○山内部会長 ただいま説明しました今後の進め方について、何かご質問等ございますで
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しょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは今後の進め方につきましては、先ほどご説明しましたような段取りで行いたい

と思っております。 

 最後に事務局から連絡があれば。 

○事務局 次回、第３回総合部会の日程についてでございますが、２月13日金曜日の10時

から開催したいと考えております。後日事務局から開催案内を送らせていただきますので、

よろしくお願いいたします。 

○山内部会長 ありがとうございました。 

 それでは今日の会議はこれにて終了させていただきます。どうも最後までありがとうご

ざいました。 


